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筆者は，平成 22年から現在に至る迄，毎年，財務省税関研修所高等科にお
いて刑事訴訟法の講師を務めており，また，平成29年からは同じ財務省税関
研修所の高等専科において関税法(訴訟法分野)の講師をも務めている。税関
職員は，特別司法警察職員ではないので，捜査権限を持たない。それにも拘わ
らず，高等科研修において刑事訴訟法が必須科目になっているのは，以下の二
点の理由による。第一に，旅具検査場等における税関検査に際して犯罪行為の
現認がなされた場合，税関職員が現行犯逮捕ωに関わり，その供述調書等が
後日，公判審理において証拠調べ請求されることが蛸繁に起こるため，刑事手
続の全体像と底流にある法理論を特別司法警察職員ではない税関職員も理解し
ておくべきだからである。第二の理由は，関税法に基づく犯則調査について判
( 1 ) 税関職員は，本文で触れたように特別司法警察職員ではないので，常人逮捕とし
ての形を取り，遅滞なく司法曹察職員に送致することになるの尚，犯罪を現認した
時点で近接した場所に管察官・海上保安官等カ丸、る場合には，税関職員の通報によ
り，警察官・海上保安官等が現行犯逮捕する。いずれの場合も，税関は捜査機関で
はないので，税関職員は参考人の立場から以後の手続に関与することになる。
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例も乏しく学説上も活発な議論がなされているとは言い難い状況の下において，
刑事訴訟法に基づく犯罪捜査との類似性に鑑み，刑事訴訟法理論を参考にし，
これと同様に解釈・運用すべきものと考えられるからである。この点は，行政調
査手続であり乍ら，強制調査が許される場合もあり，税関長から検察官への告
発によって刑事手続に移行するという点で関税犯則調査手続と類似の性格を持
つ国税犯則調査手続について学理面での研究がなされていることとは異なるω。
確かに，関税法は行政法に属し，これに基づく犯則調査手続も行政調査である。
とはいえ，犯則嫌疑の下に，通告処分文は告発を終局処分として犯人及び証拠
の発見・保全を目的とする手続である点で，刑事手続類似の性格 (quasi
criminal proceeding)を持つω。それ故，いかなる限度で刑事訴訟法理論と
同様な解釈・運用が許容されるのかが検討されなければならなL、。
平成 28年12月，国際郵便物に対する税関検査における開封と仮鑑定措置に
ついて無令状で許容される旨の判例が下ったω。当該判例自体は筆者自身の従
来の主張と同様な見解を採ったものと，思われるが円本稿においては，当該判
例の評価を中心に，税関検査と関税犯則調査の異聞も踏まえて，関税犯則調査
手続において刑事訴訟法理論と同様な解釈・運用の許される限度を検討してみ
fこL、。
( 2) 例えば，国税犯則調査手続については，白井滋夫『国税犯則取締法~ (信山社・
平成2年〕がある。他方，関税犯則に関する文献，例えば土本武司「最新関税犯則
論J(東京法令出版・第2版・平成 18年〉では，実体法分野の記述(実行の着手・
既遂時期等)が大半を占めており，手続法分野に関する記述は，コントロールド・
デリヴァリーに関する部分を除くと，残念乍ら非常に少ない。
(3 ) 池田修=前田雅英「刑事訴訟法J(東京大学出版会・第5版・平成 26年)68頁
注1)，須藤聴「関税法における犯則調査と適正手続」税関研修所論集30号(平成
13年)192頁。
(4 ) 最 (3小〕判平成28年12月9日刑集未登載。
( 5 ) 清水真 I~プライヴァシィーの期待」についての考察J ~)II端博先生古稀記念論文
集下巻J(成文堂・平成26年)592-593頁。
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I 関税犯則調査における適正手続
関税法に基づく犯則調査は，序において坊べた通り，直告発によって公訴提
起・刑事公判という刑事手続に移行する可能性のある手続である。また，関税
法の定めによって捜索・差押・臨検という強制調査が許容されている。刑事手
続における強制捜査は， r個人の意思を制圧し，身体，住居，財産等に制約安
加えて強制的に捜査目的を実現する行為など，特別の根拠規定がなければ許容
することが相当でない手段Jを指すが(6}，関税法上の捜索・差押・臨検も刑事
訴訟法上の捜索・差押・検証と同様な性格を有する点で厳密な法定主義と事前
の許可状審査に原則として服すべきものと考えられている(関税法 121条)。
更に，出頭要求・鷺問・検査(関税法 119条)，身辺開示請求(関税法 120条)
等の任意調査も，刑事手続の任意捜査における任意同行・取調等と類似の性格
を有する。しかし，任意処分とは，強制処分に至っていない処分，すなわち意
思の制圧及び重大な法慈の制約に至っていない処分であるという意味であるに
過ぎない。犯則嫌疑者の自由・プライヴァシィ一等の法益に対する一定の制約
にはなるので，任意捜査の適法性については， r必要性，緊急性なども考慮し
たうえ，具体的状況のもとで相当と認められる限度において許容される」と判
示されているが(?}，これと同様に，必要最小限度にとどまる社会的相当な手段
による制約に限って許容されるという形で適正手続保障が及ぶべきものと考え
られるヘ
H 関税犯則!こ関する任意調賓と強制調査
関税犯則調査の端緒は，輸入申告書類審査における犯則事実の探知，犯則事
( 6) 最 (3小)決昭和51年3月16日刑集30巻2号187頁。
(7) 前出・昭和51年最決。
(8 ) 須藤・前掲注(3 ) 196頁。
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件調査の過程における別事件の探知，犯則事実の現認，司法警察職員その他の
関係機関からの通報・連絡，第三者からの通報が大半であるが(9) 法人従業員
による内部告発もあろう。いずれにせよ，税関職員が犯則事実を知った場合に，
調査義務があるか否かに関しては積極に解する立場が有力であるo九犯罪捜
査の場合，刑事訴訟法 191条 I項では， r検察官は，必要と認めるときは，自
ら犯罪を捜査することができる。」と規定し，その捜査権限を裁量的なものと
して位置づけている一方，同法 189条2項で， r司法警察職員は，犯罪がある
と思料するときは，犯人及び証拠を捜査するものとする。」と義務性が規定さ
れている。関税法には同様な規定がないものの，関税犯には以下の特殊性があ
る。すなわち，①証拠収集にも証拠価値の評価にも特別の知識・経験を要する
と共に，②関税犯は発生件数が多いので，全件を刑事訴訟の捜査・公判に付す
るならば，膨大な時間と費用を要し，限りある人的・物的資iL'liの中での処理は
困難であり，犯則嫌疑者にとっても不利である(1)。このような犯則調査の持
つ特殊性に鑑み，犯則嫌疑を探知した税関職員には調査義務があり，税関長か
らの告発が公訴提起の要件とされているものと考えられる。
とはL、ぇ，本稿の Iで触れたように，強制調査は個人の意思を制圧すると共
に重大な法益を制約し，特別の法的根拠を要する処分であるのだから，任意調
査が原則となるべきである。それ故，関税法 119条に碁づく出頭要求・質問に
ついては，刑事訴訟法 197条 1項本文・同 198条・|寸 223条と同様に，税関職
員が取調に適した場所まで同行することが許される(ヘ犯則嫌疑者は，出頭
拒否及び退去の自由そ有し，供述拒否権を持つが(憲法 38条 l項)，その告知
義務を課すか否かは立法政策に委ねられている(凶。刑事訴訟法 198条 2項に
(9 ) 須藤・前掲注(3)202頁。
(10) 土本・前掲注(2 ) 167頁，須藤・前掲注(3)202頁。
(11) 須藤・前掲注(3 ) 191頁。
(12) 臼井・前掲注(2 ) 108頁。
(13) 供述拒否権告知義務を規定してL、なL、国税犯則取締法の規定が憲法38条l項に
違反しない旨判示した段 (3小〉判昭和59年3月27日JW集 38巻 5号 2037頁があ
る。
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より，被疑者取調においては供述拒否権告知が義務付けられているが，関税法
上当該規定を欠くのであれば告知義務はない(]九もっとも，関税犯則調査に
おける供述は，犯則事実が告発され，公訴提起されれば有罪立証に用いられ得
る証拠となるので，憲法38条 l項によるf共通拒否権が及ぶことは判例も認め
るところであるω。とはいえ，自巴に憲法上，供述拒否権がある旨を理解し
ている犯則嫌疑者は必ずしも多くはないであろう。また，供述拒否権の告知を
受けた上での供述であれば供述・黙秘.否認の自己決定が十分になされた可能
性が高くし，供述に任意性を確保するためには望ましい〈叩1珂ωe的〉
関税法上，犯則嫌疑者に対する任意調査としてその所持品・着衣を検査する
処分である身辺開示検査(関税法119条)が実施される場合もある。犯則嫌疑
者の承諾がない場合に，その所持品・着衣等に対して身辺開示検査をなし得る
かについて明文規定はない。身辺開示検査とは，行政警察活動における所持品
検査に相当する処分である。判例は，警察官職務執行法2条l項の職務質問に
関して， I口頭による質問と密接に関連し，かっ，職務質問の効果をあげるう
えで必要性，有効性の認められる行為であるから，同条項による職務質問に附
随してこれを行うことができる場合がある」旨判示し(べその許容限度とし
て， I捜索に至らない程度の行為は，強制にわたらない限り，たとえ所持人の
承諾がなくても，所持品検査の必要性，緊急性，これによって侵害される個人
の法益と保護されるべき公共の利益との権衡などを考慮し，具体的状況のもと
で相当と認められる限度において許容される場合があるJ旨，明らかにしてい
る畑。ここにいう， I捜索に至らない程度」と「強制にわたらない限り」とい
う表現は些か判り難いが，所持品検査が違法とされた事案において個人の意思
の制圧にヨさっていたものは見られず鹿蔽空間への物理的侵入があったことが
(14) 須藤・前掲注(3)219頁。
(15) 前出・昭和 59年最判。
(16) 中村英・窓法判例百選E第5版 274頁，須藤・前掲注(3)219頁等。
(17) 最 (3小〕判昭和 53年6月20日刑集32巻4号670頁。
(18) 最(1小)判昭和田年9月7日刑集32巻6号 1672頁。
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違法と判示された理由であると考えられるので叩，上記判示における「捜索
に至らない程度」とは，遮蔽空間への物理的侵入・網羅的探知等，本来，強制
処分としての捜索・検証でなければ許容されない捜査内容を指すものと考えら
れる。所持品検査に閲するこのような判例法理と関税法上の身辺開示検査が類
似の性格を有するものと考えると，任意調査としての身辺開示検査では所持品
を開披して一瞥するところ迄は許容されるものの，内容物の網羅的探知は許容
されず，犯則嫌疑者を半裸におせての探索は許容されないものと考えられる。
これらの措置を実施するには，別途，捜索許可状又は臨検令状を入手して強制
調査として実施すべきことになる。
刑事訴訟法上の強制処分の定義における「個人の意思の制圧」とは，現実に
実力・威迫が加えられた場合に限らず，通信傍受のように，被処分者が不知の
聞に実施される処分であっても，被処分者本人が知れば萎縮するような処分も
含まれるものとされる倒。このような観点から，宅配便梱包物のように外部
から内容物を窺い知ることができない遮蔽空間を X線撮影によって探知する
処分について， rその射影によって荷物の内容物の形状や材質をうかがい知る
ことができる上，内容物によってはその品目等を相当程度具体的に知ることも
可能であって，荷送人や荷受人の内容物に対するプライパシ一等を大きく侵害
するものであるから，検誌としての性質を有する強制処分に当たるものと解さ
れる。」と判示している(21)。もっとも，この判例は遮蔽空間の探知であれば全
て強制処分に該当する旨判示したものではなく，上記判示部分のように，内容
物の具体的把握が可能な程度の探知であって初めて，重大な法益の制約と雷え
るので強制処分と見ているものと思われる。すなわち，赤外線カメラによる木
(19) 最 (3小)判平成7年5月30日刑集49巻5号703頁。
(20) 清水真・刑事訴訟法判例百選第 10版掲載予定，及び，池田=前回・前掲注(3)
80-82頁，井上正仁「強制捜査と任意捜査.1(有斐閣・新版・平成26年)12頁，大
久保隆志『刑事訴訟法.1(新世社・平成26年)20-22頁，川l出敏裕『判例講座刑事
訴訟法.1(立花書房・平成28年)7頁，酒巻匡『刑事訴訟法.1(有斐閣・平成27年)
30-31頁，安富潔「刑事訴訟法.1(三省堂・第2版・平成25年)206-209頁等。
(21) 最 (3小)決平成21年9月28日刑集63巻7号868頁。
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造家屋の外壁からの内部の臆視に令状安要する旨判示した合衆国最高裁判所の
Kyllo判決(ベ及び，自動車のトランクの外側からの薬物探知犬による臭気探
知には令状を要しない旨判示した合衆国最高裁判所の Caballes判決(23)の差異
と同様な発想に基づくものである例。以上のように考えると，関税犯則調査と
して遮蔽空聞を監視する場合，内容物の相当程度の具体的把握が可能な方法に
よる場合には，臨検許可状を要するものと考えるべきであろう。
この他，臨検と検証の関係についてもー脅したい。関税法上の臨検は，強制
的に事物の状態を観察して記録化する処分であるが，刑事訴訟手続における検
証と類似の性格を有する。検証結果は，公判審理において担当した捜査官が口
頭台供述することに馴染まないため，検証調書作成者が出廷し，真正に作成さ
れた旨供述すれば伝聞法則の例外として証拠能力が認められる。もっとも，そ
の旨を規定する刑事訴訟法321条3項は，検証の主体を検察官・検察事務官・
司法警察職員と規定しているため，それ以外の者が事物の状態を観察した記録
を作成しでも刑事訴訟法321条3項の適用又は類推適用はないというのが判例・
遇税の立場であった。しかし，税関職員による犯則調査においては，それが犯
罪として告発され，事物の観察結果を即時・克明に記載した書面が作成される
ことが常であることに鑑み，下級審裁判例では税関職員が犯則調査手続の過程
を記録した書面に刑事訴訟法321条 3項の適用を認めている問。
(2) Kyllo v. United States， 468 U. S. 705 (1983). 
尚，この判決に関する邦語での解説として知り得たものに，洲見光男「修正四条
の適用判断と「明白な準則~J r三原憲三先生古稀記念論文集~ (成文堂・平成14年〕
695-718頁，洲見光男・判批・アメリカ法2003年1号204頁以下，大野正博・判
批・朝日論集31巻27頁以下がある。
(23) Il1inois v. Caballes， 543 U. S. 405 (2005). 
尚，この判決に関する邦語での解説として知り得たものに，洲見光男・判批・ア
メリカ法2006年l号13頁，二本柳誠・判批・比較法学41巻l号252頁がある。
(24) 米国のよ記2判例及び我が国の平成21年議決の位置付けを分析するものとして，
清水真「捜査方法としての遮蔽空間の探知に関する考察」明治大学法科大学院論集
8号31-44頁がある。
(25) 東京高判平成26年3月13日高刑集67巻 l号l頁。
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E 税関検査において許容される処分
本稿のEにおいては，関税犯則調査としての遮蔽空間の X線透視が強制調
査として臨検許可状を要する措置である旨を明らかにし，また，関税犯則調査
としての質問は任意調査であるから，犯則嫌疑者には出頭拒否及び退去の権利
がある旨指摘した。また，任意調査と難も必要性・緊急性等に鑑み具体的状況
の下で相当と認めちれる限度でのみ許容されることも指摘した。それでは，国
際空港・国際港等で日常的に実施されている X線透視は，適法なのであろうか。
この点に関して合衆国最高裁判所は， Ramsey判決において，国際郵便に
対して「相当理由」よりも低い「不審事由」を以て税関職員には検査する権限
がある旨を判示し (2ペMontoyaDe Hernandez判決において，封入した規制j
薬物を膜下し消化管内に隠匿している疑いのある者を通常の検査の程度を超え
る検査のため，その身柄を留め置く措置の要件としては，不審事由で足りる旨
判示している (2'九更に， Villamonte-Marquez判決において，合衆国領水・関
税水域に入域した外国船籍の船舶に対して，税関職員は造法行為の相当理由な
くして停船を求めて乗船し，必要書類の検査をすることができる旨判示してい
るω。国境を越えて出入りする人と財産を無令状で検査する権限は，関税自
主権の保持・国内の法秩序の維持・条約の遵守等，国家主権を保護する目的で
(26) United States v. Ramsey， 431 U. S. 606 (1997). 
尚，この判決に関する邦語での解説として知り得たものに，渥美東洋編『米国刑
事判例の動向IV~ [中野目普則執筆](中央大学出版部・平成24年)480-486頁・
495-501 頁，鈴木義男編『アメリカ刑事判例研究第 1 巻~ [常本雅文執筆](成文堂・
昭和57年)11-116頁がある。
(27) United States v. Montoya De Hernandez， 473 U. S. 531 (1985). 
尚，この判決にIMIする邦語での解説として知り得たものに，渥美東洋編『米国刑
事判例の動向IV ，.~ [中野目善則執筆](中央大学出版部・平成24年)487-501頁，
鈴木義男編『アメリカ刑事判例研究第3巻J[上野芳久執筆](成文堂・平成元年)
20-25頁がある。
(28) United States v. Vi1amonte-Marquez， 462 U. S. 579 (1983). 
尚，この判決に関する邦語での解説として知り得たものに，渥美東洋編「米国刑
事判例の動向IVJ [清水真執築](中央大学出版部・平成例年)502-511頁がある。
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合衆国憲法第四修正に対する ibordersearchの例外Jとして伝統的に認めら
れてきた (2九その調査目的を実現するためには，無令状で身柄の留め置きもま
た許容される訳である倒。この判例法理と同様に考えるならば，通関時の旅具
等への無令状での網羅的X線検査も適法であることになろう (3九
更に，米国の下級審は， Oyeka叩n判決において脱衣をさせた上での検査ω側2幻〉
Sos回a判決.Mason判決において体腔検査(側s担紛的， Ramos-Saenz判決において物
の損壊を伴う検査附についてさえも相当理由ぞ不要とし，不審事由のみで実
施しても適法である旨判示している。
本稿の序において言及したように，平成28年12月，我が国の最高裁判所は，
国際郵便の無令状開封を適法である旨判示した。事案は大要，以下の通りであ
る。東京税関東京外郵出張所で郵便物の検査等を担当していた税関職員は，郵
便事業会社東京国際支庖内にある EMS・小包郵便か検査場において，イラン
圏内から東京都内に滞在する外国人宛に発送された郵便物につき，品名が不明
であったこと等から輸入禁制品の有無を確認するため，その外装箱を開披し，
プラスティック製瓶2本が在中していることそ目視で確認した。更に，同職員
が双方の瓶について TDS検査ωを実施したところ，双方の瓶から覚醒剤反応
が得られたため，同出張所審理官に本件郵便物を引き継いだ。同審理官は，本
件郵便物を岡出張所鑑定蜜に持ち込み，外装箱から 2本の瓶を取り出し，それ
らの外蓋・内蓋を開披し，中に入っていた固形物を取り出し，その破砕片から
極微量につき覚醒剤試薬を用いて仮鑑定を実施したところ，陽性反応が得られ
たため，同税関調査部を通じ，同税開業務部分析部門に鑑定を依頼し，同調査
(29) Wayne R. LaFave， Search and Seizure 5th ed. (2012) pp. 223-230，306-312. 
(30) LaFave， supra note 29 pp.232-242. 
(31) 清水・前掲注(5 )592-593頁。
(32) United States v. Oyekan， 786F. 2d 832 (8th Cir. 1986). 
(33) United States v. Sosa， 469F. 2d 271 (9th Cir. 1972) ; United States v. Mason， 
480F. 2d 563 (1973). 
(34) United States v. Ramos-Saenz， 36F. 3d 59吋62(9th Cir. 1994). 
(35) Trace Detention Systemの略であり，荷物表面をワイプ材と呼ばれる紙で拭い，
これに付着した微粒子を試料として瞬時に高精度・高感度に検査する微粒子拭取式
検査のことである。規制薬物・爆発物等の探知に有効である。
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部職員は，上記固形物の破片微量を持ち帰った。他方，上記審理官は，本件郵
便物を同出張所内の鑑定室に保管していたが，前記鑑定の結果，覚醒剤である
旨の連絡を受け，同税関調査部に対して摘発事件として通報した。同通報を受
け，同税関調査部審議官は，差押許可状を郵便事業会社職員に提示して本件郵
便物を差し押さえた。
被告人は，無令状による本件郵便物の開披，内容物の消費は，プライヴァシィー
権・財産権を侵害するものであり，憲法35条が許容しない強制処分であるか
ら，本件郵便物内の覚醒剤・その鑑定書等の証拠能力は否定されるべき旨主張
した。これに対して最高裁判所は，平成24年法律第30号による改正前の関税
法76条が定める郵便物の輸出入の簡易手続，及び，平成23年法律第7号によ
る改正前の関税法 105条l項は，郵便物を含む外国貨物等について検査し，そ
の見本の採取を認めているが，これらの規定は，関税の公平確実な賦課徴収及
び税関事務の適正円滑な処理のための規定であり，税関職員が郵便物を開披し，
内容物を特定するために必要な検査を適時行うことは不可欠であり，その権限
行使に際して裁判官の令状も，発送人又は名宛人の承諾も必要でないことは関
税法の文言上明らかである旨指摘した。更に，刑事責任追及を目的とするもの
ではないとの理由のみで，その手続における一切の強制が当然に憲法35条に
よる保障の枠外にあると判断することは相当でないが，①関税法による検査等
は，刑事責任の追及を直接の目的とする手続ではなく，そのための資料の取得
収集に直接結び付く作用を一般的に有するものではないし，②国際郵便物に対
する税関検査は国際社会では広く行われており，閏内郵便物の場合とは異なり，
発送人及び名宛人のイ1-するプライヴァシィ一等への期待が元々低いこと，③税
関検査の目的が高い公主主性を持ち，大量の国際郵便物につき璃正迅速に検査を
実施して輸出入の可否を審査する必要性から，その内容物の検査において，発
送人又は名宛人の承諾を得なくとも，具体的な状況の下で，上記目的の実効性
確保のために必要且つ相当と認められる限度での検査方法が許容されることは
不都合とは言えない旨判示した。
すなわち，既に紹介した米国判例法理と同様，通関線を越えて国内に郵送さ
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れようとしていた本件郵便物にはプライヴァシィーの期待が低いことを指摘し，
私見と同様の見地に立った訳である。品名が不明であった事情に加え，発送地
がどこであったのかも開披に際しては重要な意義を持つであろう。他方，開披
後の措置は，内容物たる瓶を開披することなしその外表面に付着していた微
粒子を拭取して検査機にかけた上で開披しており，刑事千続における比例原則
と同様に，不審事由あるいは嫌疑が高まるのに応じて，より制約度の高い措置
が取られているのであって，憲法35条の保障に反しない旨の判示は説得的で
ある。
百 関税犯則調査手続における違法と排除法理
我が国において，違法収集証拠の排除法理の根拠については，①社会契約と
しての憲法33条・ 35条・ 38条2項等に違反する証拠収集が行われでも無効な
ので，捜査・訴追機関は有鼻立証，令状請求のための疎明資料としての利用等，
いかなる利益も享受し得ないとする見方(36)に対して，(]:違法収集証拠の証拠
利用を認めれば，違法な捜査を裁判所が黙認することになり，裁判所に対する
信頼が損なわれるとの見解と③違法捜査によって得られた証拠の利用が禁じら
れれば，将来の違法捜査を抑止することになるとの見解の折衷説聞とがあり，
後者が多数説である。判例は， I令状主義の精神を没却するような重大な違法
があり，これを証拠として許容することが，将来における違法な捜査の抑制の
見地からして相当でないと認められる場合においては，その証拠能力は否定さ
れるものと解すべきである。」と判示しており(円多数説の立場を採っている
(36) 渥美東洋『全訂刑事訴訟法~ (有斐閣・第2版・平成21年)184頁，安冨・前掲
注(20)472-473頁等。
(37) 池田=前田・前掲注(3)480-482頁，井上正仁『刑事訴訟における証拠排除H弘
文堂・昭和60年)369頁以下，大久保・前掲注(20)302頁，川出・前掲(20)437-
439 頁，酒巻・前向注 (20)499-501 頁，田口守一『刑事訴訟法~ (弘文堂・第6版・
平成24年) 376 頁，凹官俗『刑事訴訟法~ (有斐閣・新版・平成7年)400頁等。
(38) 前出・最判昭和53年9月7日。
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ものと思われる。もっとも，この立場においても， a)憲法規範に直接違反する
重大な違法捜査によって得られた証拠は原則として排除すべきであるとされ，
b)憲法違反には至らない違法な捜査によって得られた証拠については，規範
逸脱の程度・捜査機関の意図・当該適法捜査のなされた状況(緊急状況か否か
等)・類似の違法捜査の頻発性・違法捜査と当該証拠との関連性・当該証拠の
重要性・事件の重大性を総合考慮するのであるから，実際の事例にあてはめる
ならば，証拠が排除される対象には両説で大麓はないものと考えられる制。
上記いずれの立場にあっても，違法な関税犯則調査の過程で入手された証拠
が直告発後の刑事手続において許容されるか否かを正面から論じた文献は稀有
である。とはいえ，本稿の Iにおいて言及したように，関税犯則調査手続に対
しでも適正手続保障が及ぶべきだとの立場からすれば，排除法理が発動される
場合があると考えるベきであろう〔棚4拍制oω)
この点を直接扱つた裁判例としては，平成5年大阪高判がある(4~事案は大
要，以下の通りである。タイ王国から大阪国際空港に到着した被告人(女〉が，
旅具検査を早く終わって欲しいとの素振りを見せたこと等の事情から，税関職
員により更に厳重な検査を受けたところ，所持品の中から錠剤が見つかり，仮
鑑定の結果，覚醒剤反応が出たことから，これの任意提出を得て本鑑定に供す
ると共に，身辺開示検査を実施することになった。生憎，女子税関職員が不在
であったことから，民間航空会社の女子職員の立ち会いを求め，当該女子職員
が被告人と共に検斎場の調室に入り，脱衣そ指示したが被告人はパンティーだ
けの姿になったものの全裸にはならなかった(第 l次検査〉。この時，違法な物
は何も発見できなかったものの，生理中を装って規制薬物を隠匿する者が稀有
ではないことから，税関職員が被告人に調窓内で生理用品を交換し，これそ提
示するよう求めた際，当該生理用品には格別不審な点はなかった。その後，調
(39) 清水真「違法収集証拠の排除法理における因果性についての考察」慶底法学31
号104頁。
(40) 同旨，須藤・前掲注(3.) 199頁。
(4[) 大阪高判平成5年12月21日判時 1522号 156頁。
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室内の屑寵に薬物らしき粉末の入ったビニール袋が捨てられていることを発見
したため，まだ到着ロビー内にいた被告人に再度調室に戻るよう求め，当該袋
に在中していた粉末を仮鑑定したところヘロインである旨の結果が得られた。
被告人は上記ビニール袋が自分の物であることは否認した。税関職員の要請に
基づき，前記民間航空会社女子職員が被告人と共に調室に入り，身辺開示検査
を実施したところ，被告人は自ら進んで全裸になったものの不審な行動が見ら
れたため，当該女子職員が見答めると，被告人は手にしていたビニール袋を指
し出した(第2次検査)。このビニール袋在中の粉末を仮鑑定したところ，ヘロ
インである旨の結果が得られたため，臨場した警察官が被告人を緊急逮捕した。
この事案において大阪高裁は，①全裸に近い状態での身辺開示検査である本
件第 l次検査は違法であるものの，第2次検査の経緯となった事情は，第 1次
検査とは別個独立のものであるから，第1次検査の違法性は第2次検査に影響
を及ぼさず，②第 l次検査後，調室内屑寵から発見されたビニール袋在中の粉
末がヘロインである旨の仮鑑定結果が得られた時点で，捜索令状及び身体検査
令状の発付を受け得る租度の嫌疑が存在し，緊急の必要性もあったことから，
犯則事件の現行犯として関税法 123条 I項により強制的に捜索することも可能
であったものの，任意処分として税関施設内に戻りとどまるよう説得した際に
もこれを強要する言動はなかったこと等を理由として，各ヘロイン粉末の鑑定
書に証拠能力を認めている。
身辺開示検査は身体検査とは異なり，任意調査であるから，本稿I及びEに
おいて言及したように，必要性・緊急性等に鑑み，社会的に相当な手段にとど
まっている場合にのみ許容されることになる。本件被告人の旅具検査場での態
度，所持品から覚醒剤が見つかったことに鑑みれば，第 l次検査自体，既に捜
索令状・身体検査令状の発付によって強制的に実施することも可能だったので
あるから，その違法性は判例法理が伝統的に用いて来た「手順の誤り」に過ぎ
ない叩。刑事事件捜査においても，慎重を期すためか，令状審査に堪える証
(42) 清水・前掲注(39)90-94頁。
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拠を固める迄は任意処分として令状請求しないために，結局，任意処分として
の相当性を欠く措置を採ってしまう事案が散見される。本件事案も同様であっ
たと見るべきで，犯則嫌疑が令状請求に堪える迄高まった場合には，犯則嫌疑
者を説得してとどめ置きつつ，令状請求を急ぐべきであろう。
終わりに
関税法に基づく犯則調査に限らず，行政法上の犯則調査手続は国税犯則取締
法に基づく国税庁による調査，独占禁止法に基づく公正取引委員会による調査，
金融商品取引法に基づく証券等監視委員会による調査等があるが，いずれも任
意調査と強制調査の区別等をめぐって法文が明瞭とは言い難い面がある。また，
平成28年 10月25日開催の政府税制調査会総会での審議を受けて，有識者か
らの意見聴取がなされ， I国税犯則調査手続の見直しについて」と題する意見
が取り纏められ，関税法上の犯則調査手続との平灰を合わせると共に，関連証
拠のデジタjレ・データイヒに対応した規定の整備に向けて準備が始まっている等，
刑事訴訟理論を参考にしつつ，規定の整備，あるいは解釈・運用をなすべき点
が極めて多い。残念乍ら，関税法に関する文献が少ない中，審理部・調査部に
おいて犯則調査に従事する税関職員にとって本稿が些かなりとも役に立てば幸
いである O
付記
本年度を以て御退職になる碓井光明先生，奥脇直也先生，鈴木利庭先生に御捧するに
はあまりにも拙い論文となりましたが，眼疾のため，内外文献の検討が思うに任せない
現状に免じて何卒，御容赦頂ければ幸甚に存じます。碓井先生には，小職の親族に国際
租税法の研究者がいる関係で共通の話題が多く，折に触れて学問的刺激を頂戴致しまし
た。鈴木先生には，医事刑法の国際シンポジウムでの責任者・医師法改正問題をめぐる
シンポジウムのパネリスト・日本医事法学会の実行委員長に起用して頂き，貴重な経験
を数多くさせて頂きました。奥脇先牛ーとは，教務委員会の前動等を通じて教育者・研究
者としての在り方を教えて頂きました。先生方が今後も御健康で御活躍 Iごさいますこと
を心より祈念、致します。
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